
ターに指定管理者制度（施設管理・運営業者を公募により選定する制度）を導入している。
施策目的・

(2)目的 ボランティア活動、ＮＰＯ法人などによる市民公益活動、就労の機会の確保に努め、社会参加の機会と場の 事業目的 ・指定管理者による民間事業者のノウハウを活用して質の高いサービスを提供する。また、経費の削減を図
展開方向

充実を図ります。 る。
・高齢者が主に利用する施設であり、情報交換、健康の増進を目的に家に閉じこもりがちな高齢者の利用促 ・２８年１０月、２９年３月に選考委員会を開催し、指定管理者による運営に対しての進行管理、評価を行
進を図る。 い施設利用の促進を図る。
・経年劣化した西部福祉センターの換気扇及び照明機器の一部改修を行う。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

年間稼働日数 想定値 272当該年度
単位 日

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 指定管理者制度の導入により、施設の利用者を増やす。 直接 １日当たりの平均利用者数 人 286 290

   ３年後 指定管理者制度の導入により、施設の利用者を増やす。 直接 １日当たりの平均利用者数 人 0 300

   最終(概ね５年後) 指定管理者制度の導入により、施設の利用者を増やす。 直接 １日当たりの平均利用者数 人 0 300

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・つつじ荘指定管理料（施設修繕費含む 41,771 ・つつじ荘指定管理料（施設修繕費含む 42,000 ・つつじ荘指定管理料（施設修繕費含む 42,000 ・つつじ荘指定管理料（施設修繕費含む 42,549
大型バスＤＰＦ装置 大型バスＤＰＦ装置 大型バスＤＰＦ装置 大型バスＤＰＦ装置
乳化剤１個18ℓ 含む。） 乳化剤１個18ℓ 含む。） 乳化剤１個18ℓ 含む。） 乳化剤１個18ℓ 含む。）
・指定管理者選考委員４人 42 ・指定管理者選考委員４人 28 ・指定管理者選考委員４人 28 ・指定管理者選考委員４人 28
3,500円×４人×２回 3,500円×４人×２回 3,500円×４人×２回 3,500円×４人×２回
西部福祉センター指定管理料 35,388 西部福祉センター指定管理料 37,016 西部福祉センター指定管理料 37,278 西部福祉センター指定管理料 37,465
（施設修繕費含む） （施設修繕費含む） （施設修繕費含む） （施設修繕費含む）

実施内容 ＊ つつじ荘空調用冷却塔改修工事 3,066 ＊ 西部福祉センター浴室換気扇交換工事 500
＊ 西部福祉センター受水槽ポンプ交換工事 3,143 ＊ 西部福祉センター照明器具更新 3,810

(8)施行事項
費　　用 ＊ 西部福祉センター風呂用ボイラー修繕 472

＊ 受水槽ポンプ交換に伴う実施設計委託料 472
＊ 受水槽ポンプ交換に伴う交換工事監理委 405

予算(済)額 合　　計 84,759 合　　計 83,354 合　　計 79,306 合　　計 80,042
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 84,697 79,023 79,275 80,011

その他の財源 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 62 □特会 ■受益 □債務 □基金 ■その他 4,331 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 31 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 31
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 455 445 445 445

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 85,214 83,799 79,751 80,487
(11)単位費用

313.29千円／日 308.08千円／日
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

指定管理者制度では、管理主体の範囲が民間事業者等にまで拡大される。このことにより、民間が保有している施設運営 ○①事前確認での想定どおり
に関する専門的知識などのノウハウを活用することが可能となり、これまで以上に住民のニーズに対応した質の高いサー ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ビスの提供や、より効果的な施設運営が期待できる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 指定管理者による管理運営 □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 運営に対しての評価について、市民代表者を含む選考委員会 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り を開催している。 ○②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
286 290 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 83,799 1,415
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

1.66

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.35

人 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 496 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 老人福祉センター管理・運営事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 老人福祉センターの運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 83,799 千円 (うち人件費 445 千円）⑦事業費
総事業費 77,832 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が生きがいを持って充実した生活を送ることができるよう、身近な地域で住民との交流ができる場や ・老人福祉セン



における市民ニーズに応えるため介護サービスの供給体制を整備する。（地域密着型サービス
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 基盤を整備・指定介護老人福祉施設を整備・特定施設入居者生活介護・社会福祉法人への償還利子一部補助
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構 ）
・地域の要介護高齢者などに対して、認知症高齢者グループホームなどの「居住」機能を持った地域密着型 ・社会福祉法人への償還利子の一部について補助を行う。
のサービス拠点の施設整備を行う。 ・広域型特別養護老人ホームを整備する事業者に整備費の一部について補助を行う。
・居宅での介護が困難な要介護者に対して、入浴、排せつ、食事等の日常生活上の介護、機能訓練、健康管 当該年度 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業を行う事業者に千葉県介護施設等整備事業交付金を活用し補助を
理等支援する特別養護老人ホームを整備する。 執行計画 行う。

(3)事業内容 内　　容 ・社会福祉施設を運営する社会福祉法人で、千葉県民間社会福祉施設整備資金借入金補助金・利子補給金交
付要綱に基づき利子補給を受ける法人に対し、独立行政法人福祉医療機構からの借入に係る償還利子の一部
を補助する。 整備補助した施設の数 想定値 2当該年度

単位 箇所
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 第６期介護保険事業計画に基づき、地域密着型のサービスの施設等を整備する。 直接 整備した施設の数 箇所 3 3

   ３年後 第７期介護保険事業計画に基づき、地域密着型のサービスの施設等を整備する。 直接 整備した施設の数 箇所 0 5

   最終(概ね５年後) 第７期介護保険事業計画に基づき、施設等を整備する。 直接 整備した施設の数 箇所 0 0

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

社会福祉法人への利子補給金交付 1,323 社会福祉法人への利子補給金交付 1,041 社会福祉法人への利子補給金交付 1,041 社会福祉法人への利子補給金交付 1,041
＊ 広域型特別養護老人ホーム整備費補助金 108,000
＊ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業 5,670
＊ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業 10,300

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 1,323 合　　計 125,011 合　　計 1,041 合　　計 1,041
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 15,970 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 80 ％ 86,400 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,323 22,641 1,041 1,041

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0.35
正職員人件費 3,185 3,115 3,115 3,115

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 4,508 128,126 4,156 4,156
(11)単位費用

0千円／箇所 64,063千円／箇所
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

介護を必要とする高齢者が増えていくなかで、施設サービスを希望しても利用できない現状があるため、施設整備の必要 ○①事前確認での想定どおり
性があります。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(箇所) 目標値(b)(箇所) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(箇所) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
3 3 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 128,126 △123,618
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△2,742.19

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0

箇所 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 520 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 地域ケア体制の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 社会福祉施設の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 128,126 千円 (うち人件費 3,115 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第６期介護保険事業計画　

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利用で 介護保険制度



など保険料の納付方法の多様化を図って利便 在宅生活を望む要介護等高齢者に、地域に密着した質の高いサービスを提供することにより、本人や家族の
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 希望する在宅での生活を可能な限り継続することができるよう事業者を指定し、適切な運用がされるように
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と 指導・監督を行っていく。
介護保険法の改正で、地域密着型サービスについては、市が指定・指導・監査事務を行う。 多くの事業者が指定を受け、多様なサービスが提供されるようになってきていることから、利用者に対して
<指定・指導・監査を行うサービスの種類> 適切なサービスを提供できるように、指導・監督を強化すべく体制を整備する。
地域密着型サービス①小規模多機能型居宅介護②夜間対応型訪問介護③地域密着型介護老人福祉施設入所者 当該年度 平成28年4月に小規模通所介護事業所、平成30年4月に居宅介護支援事業所の指定等の権限委譲がされるため
生活介護④地域密着型特定施設入居者生活介護⑤認知症対応型共同生活介護⑥認知症対応型通所介護⑦介護 執行計画 、介護保険指定機関等管理システムを導入し効率的な事業所の指定管理を実施する。

(3)事業内容 内　　容 予防認知症対応型通所介護⑧介護予防小規模多機能型居宅介護⑨介護予防認知症対応型共同生活介護⑩地域
密着型通所介護(平成28年4月より)。

指導・監査を行った事業者数 想定値 4当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 新規に地域密着型サービス事業者を指定し、提供するサービスの向上のため指導・監督する。 直接 指導・監査を実施した事業者数 件 4 4

   ３年後 新規に地域密着型サービス事業者を指定し、提供するサービスの向上のため指導・監督する。 直接 指導・監査を実施した事業者数 件 0 4

   最終(概ね５年後) 新規に地域密着型サービス事業者を指定し、提供するサービスの向上のため指導・監督する。 － 指導・監査を実施した事業者数 0 4

より質の高いサービス提供する事業者が指定できるようにするために、運営委員会の意見聴取を十分に行い、事業者審査を厳正
(7)事業実施上の課題と対応 に行う。指定後は指導を実施し適正な運営・管理を監督していく。 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

事務消耗品費 5 事務消耗品費 5 事務消耗品費 5 事務消耗品費 5
＊ 介護保険指定機関等管理システム 介護保険指定機関等管理システム 介護保険指定機関等管理システム
＊ LGWAN-ASPｻｰﾋﾞｽ初期導入費用 LGWAN-ASPｻｰﾋﾞｽ年間利用料 LGWAN-ASPｻｰﾋﾞｽ年間利用料
＊ 600,000円×1.08円=648,000 648 50,000円×12月×1.08=648,000円 648 50,000円×12月×1.08=648,000円 648
＊ LGWAN-ASPｻｰﾋﾞｽ年間利用料 LGWAN-ASPｻｰﾋﾞｽｼｽﾃﾑ改修費
＊ 50,000円×11月×1.08=594,000円 594 600,000円×1.08=648,000円 648

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 5 合　　計 1,247 合　　計 1,301 合　　計 653
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 5 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 1,247 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 1,301 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 653
換算人数(人) 0.6 0.5 0.5 0.5
正職員人件費 5,460 4,450 4,450 4,450

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 5,465 5,697 5,751 5,103
(11)単位費用

1,366.25千円／件 1,424.25千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地域密着型サービスが、日常生活圏域という小さな区域内で提供されるサービスで、認知症高齢者や要介護度の高い高齢 ○①事前確認での想定どおり
者等を主たる対象とすること等から、サービスの質の確保に留意し、可能な限り質の高い事業者を指定し、指導・監督し ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ていく必要性がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 市民公募委員を含む地域密着型サービス運営委員会からの意 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 見聴取。各事業において、地域代表者等を含めた運営推進会 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 議の開催。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
4 4 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,697 △232
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△4.25

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.07

件 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 544 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険制度の適切な運用 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 地域密着型サービス事業者の指定・指導・監督事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成１８年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,697 千円 (うち人件費 4,450 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第６期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ納付



るボランティア等の人材養成、地域活動組織の育成・支援のための事業を実施し、高齢者が
施策目的・

(2)目的 な場所で自ら介護予防に取り組むことができる環境を整えていきます。 事業目的 自ら取り組む介護予防活動の支援や社会参加活動の促進を目指します。
展開方向

①市は介護予防普及啓発のための人材（健康生活サポートリーダー等）の養成・支援を行う。②住民主体の ①介護予防の普及啓発のための人材（健康生活サポートリーダー等）の養成講座を実施する。
通いの場等、介護予防活動を行う多様な地域活動組織の育成・支援を行う。③市は介護保険ボランティアポ ②養成講座終了後、介護予防啓発に取り組むために必要な知識や技術の習得や振り返りのための研修を行う
イント制度を実施し、市内介護施設等でのボランティア活動の実績に基づいて1号被保険者で認定を受けて 当該年度 。
いない高齢者を対象に交付金を支給、高齢者の社会参加と介護予防に役立てる。 執行計画 ③遊具うんどう教室、健康体力づくり教室、出前講座等へ健康生活サポートリーダー等の派遣を行う。

(3)事業内容 内　　容 ④ボランティアへの登録など一連の事務については我孫子市社会福祉協議会へ委託し、随時登録申し込みを
受け付ける。
健康生活サポートリーダーおよびボランティアポイント制度の登録者 想定値 530当該年度
数 単位 人

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 健康生活サポートリーダーおよびボランティアポイント制への市民の登録が進むことで、高齢者が馴染みの生活圏内で介護予防 直接 健康生活サポートリーダーおよびボランティアポイント制度の登録者 人 523 530
に継続的に取り組む機会やボランティアを通じて介護予防・社会参加に取り組む機会が増える。 数

   ３年後 健康生活サポートリーダーおよびボランティアポイント制への市民の登録が進むことで、高齢者が馴染みの生活圏内で介護予防 － 健康生活サポートリーダーおよびボランティアポイント制度の登録者 人 0 540
に継続的に取り組む機会やボランティアを通じて介護予防・社会参加に取り組む機会が増える。 数

   最終(概ね５年後) 健康生活サポートリーダーおよびボランティアポイント制への市民の登録が進むことで、高齢者が馴染みの生活圏内で介護予防 － 健康生活サポートリーダーおよびボランティアポイント制度の登録者 人 0 550
に継続的に取り組む機会やボランティアを通じて介護予防・社会参加に取り組む機会が増える。 数
サポートリーダー育成事業もボランティアポイント事業も魅力ある講座やボランティア活動としていく必要がある。講座内容の

(7)事業実施上の課題と対応 充実や日数の見直し、ボランティア活動が可能な施設の拡充などで解決を図っていく。 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

健康生活サポートリーダー報償費 400 健康生活サポートリーダー報償費 325 健康生活サポートリーダー報償費 325 健康生活サポートリーダー報償費 325
健康生活サポートリーダー消耗品 72 健康生活サポートリーダー消耗品 41 健康生活サポートリーダー消耗品費 41 健康生活サポートリーダー消耗品費 41
サポートリーダー養成講師報償費 55 サポートリーダー養成講師報償費 54 サポートリーダー養成講師報償費 54 サポートリーダー養成講師報償費 54
事務連絡用通信運搬費 96 事務連絡用通信運搬費 49 事務連絡用通信運搬費 49 事務連絡用通信運搬費 49

臨時保健師賃金等（正職代替え分） 169
ボランティアポイント制度委託料 2,200 ボランティアポイント制度委託料 2,400 ボランティアポイント制度委託料 2,400 ボランティアポイント制度委託料 2,400
ボランティアポイント制度交付金 1,400 ボランティアポイント制度交付金 1,400 ボランティアポイント制度交付金 1,400 ボランティアポイント制度交付金 1,400

実施内容 介護予防事業事務連絡用通信運搬費 20 介護予防事業事務連絡用通信運搬費 20 介護予防事業事務連絡用通信運搬費 20
＊ シニアリーダー育成講師報償費 320 シニアリーダー育成講師報償費 320 シニアリーダー育成講師報償費 320

(8)施行事項
費　　用 ＊ シニアリーダー育成消耗品 22 シニアリーダー育成講師消耗品 22 シニアリーダー育成講師消耗品 22

＊ 介護予防強化型きらめきデイ委託料 432 介護予防強化型きらめきデイ委託料 1,413 介護予防強化型きらめきデイ委託料 3,367
1440人×300円 4708人×300円 11232人×300人

＊ 介護予防強化型きらめきデイ家賃補助 1,200 介護予防強化型きらめきデイ家賃補助 2,400
100,000円×12月×1ヶ所 100,000円×12月×2ヶ所

＊ 介護予防強化型きらめきデイ初期費用 1,000 介護予防強化型きらめきデイ初期費用 1,000

予算(済)額 合　　計 4,223 合　　計 5,232 合　　計 8,244 合　　計 11,398
国庫支出金 補助率 25 ％ 1,055 補助率 20 ％ 1,046 補助率 20 ％ 1,648 補助率 20 ％ 2,279
県支出金 補助率 12.5 ％ 527 補助率 12.5 ％ 654 補助率 12.5 ％ 1,030 補助率 12.5 ％ 1,424
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 530 655 1,032 1,427

その他の財源 ■特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 2,111 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 2,877 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 4,534 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 6,268
換算人数(人) 0.46 0.22 0.22 0.22
正職員人件費 4,186 1,958 1,958 1,958

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 169 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 8,409 7,190 10,202 13,356
(11)単位費用

15.87千円／人 13.57千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢社会を迎え、高齢者一人一人が介護予防に取り組むことで健康寿命を延ばしたり、社会参加をすることで生きがいを ○①事前確認での想定どおり
持って暮らしていくことが将来の介護保険給付費の削減へつながる。また、本事業の実施により、介護保険認定を利用し ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ていない元気な高齢者の介護保険料への負担感も軽減できる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民ボランティア活動に参加することによって事業を展開し ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ている。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
523 530 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,190 1,219
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

14.5

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 7.37

人 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 1893 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 地域介護予防活動の支援 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.22 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,190 千円 (うち人件費 1,958 千円）⑦事業費
総事業費 7,629 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33202 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第6期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が要介護・要支援状態になることなく元気に暮らせるよう、介護予防につながる活動を支援し、身近 介護予防に関す



業における認知症施策推進事業に基づき、認知症の人が住み慣れた地域で安心してくらし続ける
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 ため、認知症の正しい理解の推進、認知症の高齢者とその家族への支援など地域で見守り支援する体制づく
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構 りを行います。
①地域で認知症の人とその家族を支え、だれでも暮らしやすい地域を実現できるよう、多くの認知症サポー ①出前講座等で認知症サポーター養成講座の依頼があった場合に、キャラバン・メイトの派遣調整を行う。
ターを養成する。 ②高齢者なんでも相談室職員の認知症に関するコーディネーターを担う人材育成研修（認知症地域支援推進
②認知症に関するコーディネーターを担う人材（認知症地域支援推進員や千葉県認知症コーディネーター等 当該年度 員研修等）への参加により、認知症地域支援推進員を育成し高齢者なんでも相談室への設置を行う。
）を育成し、高齢者なんでも相談室へ配置するとともに、地域ごとの認知症支援ネットワークの構築につい 執行計画 ③「認知症の方の家族のつどい」を定期開催していく。

(3)事業内容 内　　容 て検討する。 ④「認知症カフェ」等の設置について関係団体を含め協議・検討していく。
③認知症の人を介護している家族の孤立防止や精神的負担を軽減するため、介護する家族の集いにより情報
交換や交流を図る。 認知症サポーター養成講座受講者数（総累計） 想定値 6,130当該年度
④認知症の人とその家族、地域住民が気軽に集える「認知症カフェ」等の設置について推進していく。 単位 人

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 地域で認知症の人とその家族を支えられるよう、認知症について理解する市民の増加を図る。 直接 認知症サポーター養成講座受講者数（総累計） 人 3,925 6,130

   ３年後 地域で認知症の人とその家族を支えられるよう、認知症について理解する市民の増加を図る。 直接 認知症サポーター養成講座受講者数（総累計） 人 0 7,780

   最終(概ね５年後) 地域で認知症の人とその家族を支えられるよう、認知症について理解する市民の増加を図る。 直接 認知症サポーター養成講座受講者数（総累計） 人 0 8,880

認知症に関するコーディネーターを担う人材を各高齢者なんでも相談室に設置できるよう、毎年1~2名程度が認知症地域支援推
(7)事業実施上の課題と対応 進員や千葉県認知症コーディネーター等の研修を受講していく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

認知症家族のつどい講師報償費 21 認知症家族のつどい講師報償費 21 認知症家族のつどい講師報償費 21
認知症キャラバンメイト報償費 5 認知症キャラバンメイト報償費 5 認知症キャラバンメイト報償費 5 認知症キャラバンメイト報償費 5
消耗品(ｻﾎﾟｰﾀｰ養成ﾃｷｽﾄ,ｵﾚﾝｼﾞﾘﾝｸﾞ等) 61 消耗品(ｻﾎﾟｰﾀｰ養成ﾃｷｽﾄ,ｵﾚﾝｼﾞﾘﾝｸﾞ等) 199 消耗品(ｻﾎﾟｰﾀｰ養成ﾃｷｽﾄ,ｵﾚﾝｼﾞﾘﾝｸﾞ等) 199 消耗品(ｻﾎﾟｰﾀｰ養成ﾃｷｽﾄ,ｵﾚﾝｼﾞﾘﾝｸﾞ等) 199

認知症啓発用消耗品 122 認知症啓発用消耗品 122 認知症啓発用消耗品 122
臨時保健師賃金等（正職代替え分） 236

＊ 認知症カフェ運営委託料 408 認知症カフェ運営委託料 408 認知症カフェ運営委託料 408
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 66 合　　計 991 合　　計 755 合　　計 755
国庫支出金 補助率 39 ％ 25 補助率 39 ％ 386 補助率 39 ％ 294 補助率 39 ％ 294
県支出金 補助率 19.5 ％ 12 補助率 19.5 ％ 193 補助率 19.5 ％ 147 補助率 19.5 ％ 147
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 15 194 148 148

その他の財源 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 14 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 218 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 166 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 166
換算人数(人) 0.2 0.27 0.27 0.27
正職員人件費 1,820 2,403 2,403 2,403

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 236 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 1,886 3,394 3,158 3,158
(11)単位費用

3.37千円／人 0.55千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

認知症高齢者は平成24年には全国推計460万人以上にのぼり、H29年には約半数が在宅介護を受けると予測されている。認 ○①事前確認での想定どおり
知症の症状の悪化には医療的な要因のみならず環境要因も大きく、また本人や家族の身体的・精神的負担も大きいと言わ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ れている。より多くの人が正しい認知症の理解し適切な対応を学ぶことや、認知症の人とその家族が孤立しないよう交流 ○要
   背景は？(事業の必要性) できる場をつくるなど地域で見守り支援する仕組みづくりを推進することで、認知症になっても長く安心してよい環境で ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

在宅生活を送ることが可能となり、施設入所をしない期間を延ばすことで介護給付費の抑制につながると思われる。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 認知症サポーター養成講座は市民講師にも依頼している。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
3,925 6,130 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,394 △1,508
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△79.96

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 180.61

人 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 1902 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 認知症地域支援推進事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.27 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,394 千円 (うち人件費 2,403 千円）⑦事業費
総事業費 1,229 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第6期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利用で 地域支援事



々な支援を必要とする高齢者が増加する中、生活支援の必要性が増していくと考えられ
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 ます。高まるニーズに対応するため、ボランティア、ＮＰＯ、民間企業、協同組合等の多様な主体が生活支
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構 援サービスを提供できる基盤の整備を図るとともに、高齢者の社会参加の推進を一体的に図ります。
〇高齢者の生活支援サービスの体制整備を推進していくため、「生活支援コーディネーター（地域支えあい 生活支援コーディネーターの配置、協議体の設置及び開催については、我孫子市社会福祉協議会に委託し、
推進員）」を配置する。 市と連携する中で生活支援体制整備を行う。
生活支援コーディネーターは、地域に不足するサービスの創出、サービスの担い手養成、高齢者が担い手と 当該年度
して活動する場の確保などを目指した「資源開発」、関係者間の情報共有、連携の体制づくりを行う「ネッ 執行計画

(3)事業内容 内　　容 トワーク構築」、「ニーズと取組のマッチング」などを行う。
〇生活支援サービスの体制整備に向けて、多様な主体の参画が効果的な取り組みにつながることから、定期
的な情報の共有・連携強化を行う場として「協議体」を設置する。 協議体の開催回数 想定値 3当該年度
協議体は、市、高齢者なんでも相談室、生活支援コーディネーターの他、ＮＰＯ、ボランティア団体、社会 単位 回

活動結果指標 実績値福祉協議会シルバー人材センター等の地域の関係者で構成し、体制整備の企画、立案、方針策定等を行う。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 高齢者の支援ニーズにこたえる、新たな生活支援サービスが提供されている。 間接 生活支援体制整備事業により創出された生活支援サービスの件数 件 0 1

   ３年後 高齢者の支援ニーズにこたえる、新たな生活支援サービスが提供されている。 間接 生活支援体制整備事業により創出された生活支援サービスの件数 件 0 3

   最終(概ね５年後) 高齢者の支援ニーズにこたえる、新たな生活支援サービスが提供されている。 間接 生活支援体制整備事業により創出された生活支援サービスの件数 件 0 5

協議体の構成団体は、拡げていくことができるよう柔軟に対応することが必要である。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 生活支援体制整備事業委託料 349 生活支援体制整備事業委託料 349 生活支援体制整備事業委託料 349

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 0 合　　計 349 合　　計 349 合　　計 349
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 39 ％ 136 補助率 39 ％ 136 補助率 39 ％ 136
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 19.5 ％ 68 補助率 19.5 ％ 68 補助率 19.5 ％ 68
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 69 69 69

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 76 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 76 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 76
換算人数(人) 0 0.19 0.19 0.19
正職員人件費 0 1,691 1,691 1,691

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 0 2,040 2,040 2,040
(11)単位費用

0千円／＊＊ 680千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢化が進展し、様々な支援を必要とする高齢者が増加する中、生活支援の必要性が増していくと考えられる。そのため ○①事前確認での想定どおり
、介護保険制度でのサービス以外に、市の在宅生活支援事業でのサービスも提供しているところであるが、それに加えて ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 互助を基本とした生活支援サービスが創出される取組を積極的に進めていく必要があるため。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ボランティア団体やＮＰＯなどの民間のサービス提供主体と ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 共に新たな生活支援サービスを構築していく事業である。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 1 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,040 ―
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.05

件 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 2188 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 生活支援体制整備事業の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.19 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,040 千円 (うち人件費 1,691 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第６期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利用で 高齢化が進展し、様


